



























年　末 総貸出 住宅資金 合　計
自動車 電イヒ製品 サーピス
昭和41305，090586 390 50 18 7641，350
（100） （100） （100） （100）
42355，395869 515 154 21 1，4732，342
（116） （148） （193） （173）
43406，1721，573 766 462 52 3，5075，080
（133） （268） （459） （376）
44479，2012，9161，1551，246 92 5，8588，774
（157） （498） （767） （650）
45564，9074，0101，4161，959 1269，36513，375









年　末 総貸出 消費財・サービス購　入資金 住宅資金
％ ％ ％
昭和41
16．4 48．2 92．842
14．2 81．O 138．043
17．9 85．5 67．O
坐
17．8 37．5 59．845
22，1 8．8 53．O46
（目銀「経済統計月穀」より作成）
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第3表　金融機関別消費者金融残高の構成比
　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位％）
　年（3月末）都銀地銀相銀信金
　　　　　41　　　　49．5タ6　　25．9％　　22．O％　　　／　％
自動車　43　23，4　18，2　17．0　8．2
　　　　　46　　　　12，0　　　　15．1　　　　9．6　　　　5．6
　　　　　41　　　　　6．4％　　　1．3％　　．o．5％　　　■％
電化製品　　43　　14．1　　7．9　　3，3　　0．6
　　　　　46　　　　19，2　　　　19，1　　　11．9　　　　9．7
　　　　　41　　　　17．1％　　13．3％　　10．8％　　　／％
その他　43　12．6　8．2　6．4　6．0
　　　　　46　　　　　7．3　　　　5．0　　　　5．2　　　　2．7
　　　　　41　　　　27．o％　　59．6％　　66．7％　　　■％
住宅4336，963，773，485．3
　　　　　46　　　　61，5　　　60，8　　　74，8　　　　82．O
　　　　　　　　　　　　　　　　（巨銀「経済統計月報」より作成）
資金」の伸び率をみると，41～44年までは極めて激しいが，44～46年は大きく
鈍化してい飢前期は3C時代といって，クーラーやカラーテレビやカー（乗
用車）の需要がすこぶる旺盛であったときであり，後期は電化製品の普及が一
巡し，また欠陥車問題や排気ガス公害なども影響して自動章需要が停滞したと
きである。これに対し住宅資金の伸び率の方は44～46年においても，r消費財・
サービス購入資金」の場合ほどには急激なダウンはせず，伸び率は依然として
高い。45年から住宅ローソの時代に入ったといわれる所以である。
　さらに第3表によって，各金融機関別の消費者金融残高の構成比の推移をみ
よう。この表は各機関の性格をある程度反映している。すなわち，全国的に大
都市中心に多数の支店をもつ都銀は，41年には自動車金融のウエイトがすこぶ
る高く，約％を占めていたが，年々住宅ローソヘ比重が移り，いまや住宅ロー
ソが60劣以上になってい孔これに対して地銀，相銀，信金（ことに地域金融
機関である相銀や信金）は，初めから住宅目一ソのウエイトが極めて高い。
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　以上，これまでみてきたところを要約すると，（1）消費者金融は消費老の耐久
消費財等に対する需要の変化に大きく左右されるが，一般にその伸び率は極め
て犬きい，（2）各機関によって相当の違いはあるが，全体的に住宅ローソの比重
が次第に大きくなっている，ということにな札そこで，この二点を中心に置
いて，今後の消費老金融の方向を探ることにしよう。
2　非提携ローンの出現
　所得の増加につれて消奏溝造が変化することは改めて論ずるまでもないこと
であ私わが国でも，消費麦出のなかで食料費が占めるウエイトは着実に低下
しており，また光熱費や被服費のそれも低下の傾向にあ私そして反面，住居
費（家具や什器を含む）や雑費のウユイトが上昇している。従って今後とも耐
久消費財に対すろ需要の伸びは（ことに新製品が現われるならば）十分に期待
できる。そこでかかる財貨購入の資金を供給するこれまでの各種のロー：■（オ
ート・ローソや電化ローソや楽器ローン等）が依然として消費老金融の重要な
部門を占めることになることは間違いないと言えよう。
　しかし，現在までのところ，かかる耐久消費財購入のローソは原則として総
てが提携ローンの形態をとっており，そこに多くの間題点があることは，これ
まで筆者が幾度か指摘してきた。ωすなわちその点を要約すると，（イ）提携ロー
ソでは，銀行の行動と提携先のディーラーのそれとが一致しない（金融緩和期
でメーカーからの買掛金やその他の資金援助が十分なときには，ディーラーは
顧客に割賦で売ろうとして，ローソの利用を勧めないので，銀行がローソを伸
ぱしたくても思うようにはいかない。また金融逼迫期には逆になる），（口）提携ロ
ーンはディーラーの支払保証をバックにしたものであるから，ディーラーの資
本力そのものが大きくならないかぎり，銀行がローンを伸ばそうとしても無理
である，ω多くの場合，借手はディーラーの紹介によって銀行にくるのである
から，ディーラーから信用を得ているという感じが強いため，とかく決められ
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た期日におげる返済がおくれがちになる，ということである。
　そこで提携ローソから非提携ローンヘ，す液わち銀行がみずからの責任にお
いて遂行するローソの開発が，銀行自身にとっても必要なわげであるが，その
芽ばえが極く最近現われてきたことが注目される。すなわちそれは庶民金融到
という線に沿って現われた無担保，無保証人で，使途目的を隈定したいローソ
であり，ことに都銀が傍系のクレジット・カード会杜の保証をバックに始めた
小口の貸付である（たとえぱ日本クレジヅト・ビューローの会員に100万円限
度に貸付げる工一ス・ローン）。勿論，かかるローンも，機構の上からみると，
カード会杜が保証するという点では，一種の提携ローンであるといえる。しか
し，これまでの提携ローンとは違い，借手であるユーザー自身に銀行から現金
が渡されるのであり，しかもそれを如何なる目的にも使えるのであるから，借
手にとってはすこぶる便利なものとなったといえる。
　なお，わが国では現段階において銀行がクレジット・カード業務を営むこと
が許されていないので，このようなカード会杜との提携というこ一とが起ったの
であり，アメリカの多くの州のように，もしも銀行がカード業務を兼営するこ
とが許されている場合ならぼ，カード会杜保証というようなことも間題になら
ない。形式的には，総て銀行の責任において遂行される非提携ローソになるわ
けである。勿論，銀行による個人に対する信用調査機構が未発達であることが，
このようなカード会杜保証のローンを発生させたともいえる。現在，銀行は全
銀協を中心に近く個人に対する独立の信用調査機関をつくるべく準備を整えつ
つあるが，かかる機穣が発達してくれば・おのずから完全な非提携ローソの比
重が高まってくるであろう。なお，カード会杜の側からみれば，このような銀
行のローソに対する保証は，一見矛盾したものとも考えられる。というのは，
クレジット・カード会杜の本来の仕事は，カードによる売上高を増やし，加盟
店からの手数料収入を増加することにあるから，銀行ローソの保証をやって，
ローソの増大に協力することは，一種のキャッシソグ・サービスをやるのと同
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じ結果となり，それが増大すること自体，クレジット・カードでの買物を相対
的に減少させることになるからである。このような点からも，クレジヅト・カ
ード会杜保証の小口貸付は・銀行にとって，将来，再検討を要するものになる
ことも予想される。
　いま一つ，今後の消費者金融の方向を考えるときに注意すべきことは，最近
における消費者一般の意識の変化である。長期間にわたる所得増加で生活水準
は上昇してきたが，国民は経済成長のマイナス面をいまや強く認識するように
なってきた。われわれの日常生活は（ことに大都市において），交通事故，犯
罪，各種の公害，さらには情報化の進展たどで精神面におげる不安や緊張が次
第に大きくなっており・従って消費者一般は，かかる不安や緊張を排除したや
すらぎのある環境を強く求めるようになった。
　そこで消費者金融もこのような消費者の新しい欲求に沿ったものの充実を考
えるべきであろう。既に取上げた第1表の「サービス」という項目の汰かには，
精神的な不安や緊張をやわらげるために使われるもの，すなわち旅行等のレジ
ャーや医療用に向げられる資金が入っていることは事実である。だがこれらが，
消費者金融全体のなかで占める割合は極めて低い。アメリカでは昔から医療費
の支払いを目的とした消費着金融（remedy10an）のメカニズムが発達している
が，倒わが国でもこの方面の金融を今後大いに検討すべきである。
3　住宅ローンの間題点
　既述したように，消費者金融のなかに占める住宅ローソの比重は年々大きく
底り，最近では消費者金融のなかで住宅ローンこそ本命の商品であるという考
えが強く押し出されているようである。住宅ローソが銀行に、とって，借手との
長期の取引関係をうちたたせ，その人を公共料金の口座振替えやクレジット・
カード取引などへ誘引するというメリヅトがあることは認められ孔しかしま
た銀行にとっての問題点として次のようなことが指摘されている。すなわち，
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何）貸出期間が長い。昭和45年の全銀協の調査によっても，87行のうち，住宅ロ
ーンの平均貸出期間が10年以上のものが55行（63％）もあった。従って資金の
回転率がすこぶる悪いわげである，（口）住宅ローソの増加につれて，借手の所得
（年収）と騒資額との間の乖離が次第に目立ってきている。ことに借手の年齢
が次第に低くなっているのに（前記の全銀協調査では借手のうちの78劣が30歳
代），融資額は次第に高額になっていることが，かかる現象を生んでいるので
ある，ω住宅ローソは債権保全，貸出手続き，担保設定等の面で一般にコスト
がかかる，⇔提携式の住宅ローソの場合には，預金の歩どまりは必ずしもよく
ないし，また銀行にとって提携先の与信隈度をどのくらいにみるかが問題であ
る，ということである。
　ことにこれらの問題点のうち，最初のけ）は銀行にとって，今後，最も問題に
なる点であるといえよう。わが国の銀行が長短両金融を遂行しているとはいえ，
現在1年半の定期預金が最長であるから，10年以上の長期住宅ローソを大きく
伸ばしていこうとすること自体，間題があることは謹にも納得できることであ
ろう。これまでは住宅目一ソの伸び率は極めて大きいとはいえ，その絶対額は
未だに極く僅かであったために，そこに問題はなかった。しかし今後，かかる
ローンが増加するにつれて，その源資をいかに調達してくるかが問題となるで
あろう。
　周知の通り，銀行が住宅ローンのための長期資金の確保に努力してきている
ことは確かである。すなわち一昨年，いくつかの銀行が協同して出資し，更に
長銀，信託，生保，損保からの出資を得て，住宅金融専門会杜（日本住宅金融，
住宅ローソ・サービス・住宅総合セソター等）がつくられたのは，その現われ
の一つであるとみられよう。しかしかかる住宅専門会杜には，将来，アメリカ
におげるモーゲジ・カソパニー（m0れgage　cOmpany）のような役割を果そうと
する構想があるときくが，現在までのところ，まだそのようにはなっておらず，
最近では金融緩和を背景にして大犬的に住宅ローンを押し進めようとしている
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銀行と競合状態にあるという矛盾も生れているといわれ飢
　それはともかく，いずれにしても，銀行にとって今後，長期資金の源泉を考
慮していかなげればならないことは間違いなく，その点ではアメリカのような
低当証券制度の確立ということが，これからの課題となるであろう。
4　アメリカの住宅ローン
　そこでいまアメリカの住宅ローソについて明らかにし，わが国の住宅ローソ
の進め方の参考にすることにしよう。
　まず，考え方の問題であるが，わが国では現在まで住宅ローソを消費老金融
の一環とみなし，その範醐こ入れて取扱ってきているが，この点，アメリカと
違うことに注意すべきである。アメリカでも，消費者金融のなかに住宅の改善
や近代化のための貸付は入っているが，これは比較的短期のものであって，わ
が国の住宅ローソの中心である10年以上というような長期のものは入っていな
い。アメリカの銀行では，貸借対照表その他の財務諸表で，貸出を（1）商工業貸
付（commercial　lo・n），（2）賦払貸付（inst・lment　loan），（3）不動産低当貸付（rea1
eState　loan）に分げているところが多いが，長期の住宅ローンは，このうちの
（3）の範醐こ属しているのである。すなわち，わが国で，通常，住宅ロー：■とい
われるものは，アメリカでは消費老金融〔これは（2）の賦払貸付の中心になって
いる〕のなかに入れないで，別扱いにしているのである。つまり住宅ローソが
個人への貸付であっても，他の消費者金融とは多分にその性格が異なるからで
，ある。
　そしてアメリカの住宅ローソについて最も注目すべきことは，既に一言した
ように，低当証券制度が発達しており，従って銀行によるローンのための資金
調達がすこぶる円滑にいっているということである。アメリカでは個人が住宅
を購入ないし建築する場合に，10人のうち約9人の割合で低当証券金融の助げ
を受けているといわれ飢すなわちアメリカの住宅ローンは原則として低当証
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券金融なのであり，借手は低当権設定者（mOrtgagO・）で，貸手は低当権者
（mOrtgagee）にな私そしてかかる借手と貸手とを結びつげたり，また貸手か
ら機関投資家へ低当証券が買取られる制度が発達しているのである。すなわち
モーゲジ・カソパニーがかかる機能を果しているのである。
　またいま一つ注目すべきことは，政府がかかる低当証券制度の発展に努力し
ているということである。アメリカでは連邦住宅局（FHA）の保険付き住宅ロ
ーンや，復員軍人局（yA）の保証付き住宅ローンがあり，政府が住宅ロー／に
側面的援助を与えていることは周知のことであるが，その他，低当証券を買入
れる機関をも創設しているのである。すなわち連邦低当金庫（FNMA－FHA
の保険やVAの保証が付いている低当証券を金顧機関から買入れる）や，政府
低当金庫（GNMA一金融機関が手持ちのFHA保険およびVA保証の付いた
低当証券を見返りにして発行を認められた低当債券一Inortgage　backed　se㎝・
rity一の購入者に元利金の支払保証をする）が活躍しているのである。また
更に，FHAや▽Aに関係のない普通の住宅ローソの低当証券を流動化するた
めに，連邦住宅ローソ低当会杜（Federa1Home　Loan　Mortgage　Corporation）
が創られようとしているo
　以上でアメリカの住宅ローンのメカニズムに触れてきたが，要するところ，
わが国でも，もしも銀行等が長期の住宅ローソを大犬的に伸ばそうと思うなら
ぱ，アメリカのような低当証券制度を今後どのように育成していくかが問題で
あろう。わが国にも低当証券法はあるが，それが活用される市場の樹立が必要
なのである。そして他方，住宅の改善や増築のための中期ないし短期のローソ
に現在以上に重点を置くべきではないだろうか。ω
5　クレジヅト・カードとの関係
　これまで消費者金融の最近の動向とその問題点について述べてきたが，最後
にクレジヅト・カードと消費老金融との関係に触れたい。既述したように，現
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在，カード会杜保証の小口貸付が新しく出現し，非提携回一ソヘの歩みの一環
として注目されているのであるが，これとは別に，将来，クレジット・カード
が消費者金融の媒体としての役目を果し，そこに回転式（revolvi㎎）の信用が
犬いに促進されることが考えられる。｛5］そして，これはクレジット・ヵ一ドの
側からみれば，現在の掛売りの形態から一歩進んだ，より長期の信用形態への
移行ということになるわけである。そしてまた，このことは最近よくいわれる
キギヅシュレス杜会への進化の過程とも関係していると思われ私
．周知の通り，いまや銀行におけるコンピュータやユレクトロニックなデータ
処理装置のめざましい発達と，クレジット・カードの普及とが背景になって，
キャッシュレス・タウソ実現の実験が行なわれようとしている。㈹すなわち，
そこでは商店に銀行のコソピュータとオソラインで結ばれた端末機が置かれ，
顧客の身分識別票（IDカード）がそれに挿入されることによって，銀行にある
その顧客の預金勘定から，その商店の預金勘定へ，リアルタイムに代金の自動
的振替えが行なわれるのである。そうなれば現金や小切手の使用は大きく減り，
クレジット・カードは文字通り第三の通貨といえる存在になるかも知れない。
　だがそうなったとき，カード利用者の代金支払いは，買物をしたと同時に預
金が振替えられて済まされ，そこでは現在みるようなカードによる一定期間の
信用供与ということは消去される。一
　そこで・あらかじめ設定されたクレジット・ラインまでは，預金残高以上に
カードで買物ができることを許すようた，リポルビ：■グの信用傑与のやり方の
出現カミ要請されてくるわけで，従って上述したように，そこに消費者金融との
新しい結びつきが検討されなければならないことになると思㌔
　ともあれ，わが国の消費者金融がこれまでの試行錯誤の過程を経て，ようや
くその名でよばれるのにふさわしい姿になってきたものの，その進路には解決
を追られている多くの間題を抱えていることを認識すべきである。
注（ユ〕たとえぱ拙稿「経済変動下の消費者金融」（近代セールス・1971年11月増刊号）
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　を参照されたい。
（2）最近におげる庶民金融については，拙稿r銀行における庶民金融の方向」（銀行の
　管理者・1972年5月号）を参照されたい。
（3）アメリカでは銀行等が医療費をまかなう貸付を大いにやっているが。一種の公益質
　屋のような機能を果Lているremedia11o加societyが存在している（M・A・Unger
　and　H．A．Wolf，Persona1Fi血ance，1969，pp．102～103一）o
（4）なお，アメリカでも銀行が住宅ローンに大大的に乗り出すまでには相当の曲折があ
　り，現在でもいろいろ抵制限があることは注意しなげれぱならない（拙稿「商業銀行
　と住宅金融」・金融ジャーナル，1971年11月号を参照されたい）o
（5）リポルビング・クレジヅトについては，W．H．Rodda　and且A．Nelson，Mana－
　ging　Persona1Finances，1965，PP．52～53等を参照。
（6）たとえぱ多摩岡園都市の青葉台地におげる三井銀行，東急事業団，富士通の三者に
　よる実験等である。
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